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一 間題意識と分析の 視点 

戦後 ( 終戦～ 1980 年代はじめ 頃 ) 日本の産学連携についての 議論は、 最近 - つの変化が 

見 られた - つまり、 最近までの議論におし 、 て ． 戦後山杖学は 産業志向を次第に 失い、                                       

間 の障壁が大きく 働いた - ニー とが、 ほぼコシセンサスとなっていた「 しかし、 こ二 2 ～ 3 %       

間において、 似ト の 議論では、 産業振興における 大洋山役割 は 過小評価されていると 主張 

す る研究が見られ だ -- 小円助 (200U  は、 産学共同研究 プ nJ ジェクト数や チ陣 、 産業から 

入学への資金山流が、 人学の特許権 ㈲産業へのライセンスなどの 指標を用いれば、 確かに 

戦後の産学連携が 活発ではないと 同意するが、 産業技術への 大学の貢献は、 似卜㈹ような 

数 竜 化できるものだけに 限らないと 主 ， 張 している - 彼は 、 優れた研究者を 供給しだり・ 研 

究 者の不 ッ トワ - クの要の役割を 果たしたり   イ シフォーマルな 形でさまざまな 情報を捉 

供したりすることで、 人 ，Ⅵ㈹五献は 大きいと主張する - 

しかし、 以 Ⅱ   : 種の議論はともに、 なぜ大ヅ ， のそ 受 " 剖は以 ド ㈲ようなインフォーマルな 形 

に限らなければならなかったのか、 さらに、 イ ンフォ - マ " な形というのは、 具体的にど 

の上 う な形があ るのか、 といった一問題について、 必ずしも明らかにしているとは 下 えない 

しだがって、 本研究において、 これら㈲問題を 解明するべく、 戦後の産学連携に 影響を サ 

ノ - る 要因を探る " 万 、 人学は具体的にどのような 活動を通 ，て 鹿 柴 に氏 献 、 した " か、 と t,, ト 

った - 問題を明らかにする - 

本研究では、 まず : っ 0 分析㈹視点、 を提供する   レ ） は 人 存在に対する 

村会の考え方 i と。 ぅ 制約要因を視野に 入れる " なぜならば、 「もし t, 大治 " 、 あ れこれの 

- 般人山要求に 答える地域， Wl,. 会のサービス・ステーシ コ シ ど なるよ。 なことになっだら、 人 

    ，の本質は損なわれ 八 人，准の崩壊をそ ， たらす。 もしれない、 からであ る (Ashlby.1958j 

特に - Ⅱ 本 (7-@ 場 今、 戦前の経験や 人学教 貝 0 公務 貝 としての特殊な 身分の問題も 加わりて、 

産学連携がしばしば 批判されだ - 

も う - つの 祝 " ぽ 、 「大学は礼会に 何を期待されだのか」ということであ る - 人 ，ば 学問， 

科学・技術と 人間を っ なぐ組織として、 絶えず公枝してき た 歴史の中で、 社 会・経済・Ⅲ 

除算の理由によっで 様々な期待に 応え、 「大学の社会的Ⅱ的」を 果たしてきだ - しだがって、 

洋学連携を考える 際に、 社会から人学への 要求ならびに 大ヤ     の週芯 という 睨 " 、 から出発す 

るのは妥当であ ろう。 

::  産学連携の置かれた 社会的背景 

1 . 産学連携反対の 社会的風潮 

戦後、 戦争への 反 首から、 大学紛争を頂点とする、 産学連携。 の皮付が強まった   "f"       i な 

の 「すべて公務 ロば、 全体の奉仕者であ 。 て、 ・部の本性 ポ   ではない」 とのもとで、 1947 

午の 「同家公務員法」 は 、 国家公務員㈲「私企業からの 隔離」 を 規 足しだ・ 大学紛争の時 
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政府の予 %, が 低すぎろ - つまり、 物価指数は戦双にくらべて 250 億   似 卜 も Ⅰっているのに ， 

人，の構座 研究費は㏄倍から 100 倍程度しか仁井していた い， ァ基礎科学内許Ⅱ y @ 、 + Ⅰ 六 Ⅹ その 

  桶帖は ついて、 「 牡礎 科学は数年ならずして 回 除水準か。 脱落する」 と 打 明した -, さら ，に 、 

丘鞄 ㈹みではなく、 産業界からの 委託研究費も 僅かであ った - そのように、 必然的に産学 

田の研究環境の 逆転が起こった ， 1959 年頃 から、 使用研究費総額および - メー お だり伊田研 

究費・ さらに研究者数などの 面では、 合装科学優位の 研究構造が見えてきて、 産業界にお 

ける研究 け ・大学における 研究を凌駕してめく - このため． 大学には、 綾も八本的な 設備 

て : 整えることもできず、 、 11 然 メーカ一に研究卜の 連絡を持つ 老 、 要が生じてくる 

さらに - 、 人 ，研究者にとっては、 企業から派遣され だ 技術者を受け 入れ - て、 研究資金や 

研究助 アを 得ろことができるのみではなく、 企業における 技術開発の動向を 知るこどもで 

き、 研究者がれ分の 研究の方向を 決めろ ") え - で没。 っ ことも多い 

三 大学の役割 

1 . 技術指導と人的ネットワークの 要 

戦後 0) Ⅱ本にとっで．経済㈲ 急速回後を図り、 欧米技術との 格差を是正す るた - あ 、 外 同 

技術 噂ソ、 が 睦も・吐い、 ，かも採算，の 取れろ方法どなう た 「 技術導入 プがセス の中で、 大学研 

緩 斤は技術シ ー， ㈹ 発児者 ・翻訳者・改良者として 企業にど ，，て 小町人な行在であ った ， 

尺 Ⅰ研究者 け 技術コシ サルタ， ，として、 外岡技術を理解する 力を持ち、 企業， - , 。 技術 

を幣 比 し、 それを 芹 業人に説明したり、 場 今にはそれを 田内産業のニーズに   今 。 ぜて変形 ク 田 ト ヘ 生 、 - 仏 わ J@  を 果たしだ。 戦後アメリカ " ら 技術博人を図ろ う 一 Ⅱ し Ⅰ @ @  ノ @ 一 門 ト 

        ，、 ・アジア 諸 Ⅲ・日本の                   成功と百える 程の成果をあ ， だのはⅡ 本 だけであ ると。 、 

      :- ど ヴ 「 亜 t;it3                こ ;: あ ると中山 (1995)  はⅠ   ぅ 「 

企業に技 千ィ、 ; 的 アドバイスを ワ える方法 は さまざまであ った - 「               ヮ ハ -' :-@" ょ、 各種の研修               

中門技術協会め 例会 @ " こヱ J '"" , ヱ @ く ⅠⅩ   企業を超え」 吊技 ・天年 ; の同窓会、 などの公開フォーラムは 、 

@t 。 lJ @ l"  し し る われだⅡ 本 企業に 、 他の産・学・ 官セクターと 接角出 す る た チ ) め触媒を 

提供した (Hane 、 1999 ㌦ また、 人学 め 研究所も、 産学官 " 技術者間が情報交換に。 ろ い 

ろな機会を提供した。 さらに、 業肝 " 企画して。 ぅ 企業セミナー、 通産ばが 紺徹 した企業 研究会であ る研究組合などめ 方式においても、 個別企業の利害を 超越 @, だ 大 一一 生 

が 選ばれること " 多かりだ ( 中山 1995 、 p.8Ur 

さらに、 技術導入において、 限られ だ 外貨を有効に 使 う ために、 技 衛を導入するだ め         

まず企業の中指、 ぞ L, て 個別の政府承認を 必要としていだ。 大学の研究者はその 審査に大 

い ，活躍した「 なぜならば、 輸入するのに 最適な技術がどれであ り、 どの企業が輸入すべ 

- きかを見極める 能力を、 政府より大学研究者がもっと 持っていだからであ る " 

2 . 人材の供給 

外国技術㈲導入とぞの 改善に研究開発の 屯心を傾げる 企業は、 戦略上、 徹底した作業分 

析び ; 末、 できるかぎ " 多くの単純部分労働を 作り出し、 それを下請けの 低賃金労働者に 任 

せだ ( 星野、 1966) 。 これは心殊的に 「人材の人 量 供給」 の要求を仝 - み出し、 人材不足をも 

                      し た - 人材小足は主に . つの面に現れた「 - つは 、 人材とくに理工系の 人材の 「量的 

不足」であ る。 も う   - つは、 「知識があ って、 さらに新しい 技術を理解し 開発して ぃ ，能力」 

を抽づ 「質の商い技術 眉が 足りない」 こ - とであ る。 
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代 には、 産学連携は悪だと 言われ、 全学連及び日本教職員組合などの 組織から登底的に 糾 

弾を受けた， さらに、 連合軍の占領政策も、 産学連携に大きな 影響を与えた。 

連合軍の円領政策 が、 Ⅰに二つの側面から 産常連携に影響を 与えた。 - つは、 Ⅰ学の特 

殊 性を考慮することのない 新制大学制度の 発足であ る。 そ，ぅ --   っは 、 産学連携に反対する 

日本学術会議 (JSC) を 設寸 させ， 結局、 - 大学における 「学術」研究と 産業における 「 科 

学技術」 研究とを分離させることで % る ， 

戦後の高等教育改革は、 大学レベルの 数台における 自治の寅 要 性が強調され、 大学の主 

要目標は 「自由社会に 必、 要な様々なリ - ダー   ㈹訓練と産出」 にあ り、 大学教授 ど 大学教育 

を 帝業目的から 分離させることが、 その指針であ った」 このように、 Ⅰ学教育㈹特殊性や 

産業技術の =- 一 ズに 特に考慮した 形跡はない " 

Ⅱ本学術会議は、 連合軍の提案する 「民主的な組織」 構造のもとで、 全国の科学者から 

選出された全段により 「科学者の組織 ! として 1949 年に形成された。 政府からの諮問 に 

応じで答申し、 政府に対して 勧告する権 限をもつ。 学術会議の「科学者の 組織」の性格は、 

基礎的な純粋科ギ を 重視する姿勢を 決めた。 そのリーダーは 戦争に強く反対し、 産業界と 

の 連携に 対 l, て壊五 な態度を ボ !, た - 1960 年、 学術会議は「戦争に 貢献する科学研究に - 

切関わらない」 との 占 明を出した， 

2 . 「学術」研究と 「科学技術 ] 研究の分時の 構造 

1956 年 5 Ⅱに、 科学技術行政の 総合的・計画的推進の 役割を押 ぅ 機関として、 科学技術 

庁 が発 ヒ さ か だ - それは‥ 日本学術会議など㈹ 「戦時中の企図 院 あ るいは技術院の 再来で 

はないか i との警戒や反対を 受けて、 所掌業務から 大学における 研究が除外された ， 

1959 年 2 Ⅱ，設立され だ W, 学 技術会議は、 学術会議と違って、 首相を議長とする ト から 

㈲任命 制 によるものであ る - その設立に、 当然、 学術会議から 反対された。 ?-, たがって 、 

その設立に当だっては、 「科学技術会議の 運営に関して、 大学の学問研究㈲ 自由を尊 屯 する」 

と 。 うのが条件の つとなって。 る， 

科学技術庁や 科学技術会議に 「除覚 i され だ アカデミズム 科学 ( 学術 ) の研究は 、 主に国 

立 大学の研究者により 文部省の支出する 研究費で行われる。 企業が行 う 科学技術研究開発 

は 通産省がサポー。 ;, 、 国策研究開発は 科                                           庁 が行う、 というよさに 縄張、 りが決まっ 

              つまり、 「基礎科学と 企業の研究開発とが 分離するような 構造」が現れた ; 中山、 ]995)0 

「学術」 と 「科学技術」が 分離する構造が、 1981 年度 p 算で㈹「科学技術振興調整 費 制 

度」 の創設によってはじめて 打破されだ。 その制度は、 各省庁、 大学、 民問と。 づだ 既存 

の 研究体制の枠を 超えで、 人学の研究者も 使 川 できる処置がとれたからであ る " 

以上のように、 人学紛争、 連合軍の占領政策および 科学技術研究にお :- ナる 産学分離 め構 

追が、 いずれも当時の 産学 ; 連携の展開にとって 好都合ではなかった ， しかし、 それは、 決 

i, て 産業界と大学が 互い " 必要どしな。 ことを意味しているわけではない ， 

3 , 大学が産業界に 求めるもの 

産学連携反対の 風潮および産学問における 研究開発の分離的構造のもとで、 大学は産業 

界 と私的接触を ， 切 行わない カ が良さそうに 見えるが、 実際には、 場合によって 大学は産 

業界に求めなければならなかっだものも 少なくながった。 

戦後、 企業的研究環境が 好転する申で、 大学の研究環境が 悪化す       カ て尺あ     まず、 
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人材不足状況を 打開するために、 産業界は 3 回にわたっで、 大学増員特に 理Ⅰ 系 学生増 

員、 また多様な教育制度の 開拓で技術者の 教育レベルを 高めるよう要請しだ ， 政府の増員 

計画は 、 主に私立大学によって 賄われ、 1975 年頃 には産業界の 要望はほぼ達成されだ。 学 

生受け入れ激増加以外に、 大学は後期中等教育の 多様化の課題を 完結させるこ - とで産業界 

60 人材要求に対応した。 たとえば、 専修学校 (197 目、 放送大学学園い 盤 U      技術 料 ， 学 ; 尺 

全き 三   教育大学などの 新構想、 大学 が相次い ハト ， ヒ 

企業は人材不足に 対応ずるために、 人材の奪い合。 戦争を繰り広げた。 だと えげ 、 来年 

卒業ずるはずの 4 年生の引き抜きは、 早くも，春から 始まる。 少しでも「 質 」の。 。 人がほし 

いために、 企業は大学研究室に 奨学寄付金・ ヅ 、 的 ・物的資源を 提供し ， 、 インフォーマルな 女 

定 的な関係あ るいは人的 ネ、 ， トワークを構築することで 学生の確保率を 高める   

3 . 中央研究所プームの 裏 頓と大学の役割 

1950 年代半ば頃 から、 中央研究所ブームに 代表されるよ う に、 企業の研究環境が 大いに 

改善され だ " 企業の中に は 「も 3 大学を相ヂにせず」 と豪語する者も 出てきだ。 しかし、 

実際には、 そのブームによりて 企業における 優れた研究者の 不足も浮 き 彫りにぎれ，、 大学 

からの助けを 大いに 必 、 要とした。 

その時期の企業の 中央研究所は 、 概しで工場。 ベルの研究開発部門を i 力所。 統合する 

      : どを伴 う ものであ 。 だ " 基礎研究に適する 資質がまだ 持 だね。 、 さらに基礎研究に 指向 @ １ - '>. なかっ ん - ま 少 不 になると、 研究所予算から 減ら ;, で ; 、 Ⅰ 960 

年代の実態であ っだ。 

さらに、 当時の中央研究所は「 ッ 、 と組織」 という障壁にぶっ か 。 h 研究者の「創造的な」 

  研究能力を強く 圧しでしま づた 。 すな。 ち、 。 一 ディンな作業を 主とする 姿，の 企業組織 

において、 各部課の 長は 、 管理者であ ると同時に研究指導者でもあ り、 管理 " 流れど研究 

指導の流れがごったやになって、 幹部 め 創造性と研究指導 /] tfl 、 ドロ レ - は 失われて， ま スハ 万 ) 

      そのような組織が、 年功序列的に 作。 れているから、 創造性豊                                           研究者をくさ 

。 ぜる可能性が 高。 、 研究組織と しての形ばなさなかめが、 ・ 般 的であ る ( ら : 町 、 円 66)r 以 ．上のような 欠、 を禍 ぅ だめ 業 l@ @ Ⅱ み 巨 . Ⅹ リアー， Ⅰ 寸 、 ，よ、 -/ Ⅰ @  ・ ァゴ 仔能 な人材を獲得するだ - ヵ ノ L  ""   % 『 

研究室と長期的な 付き合い関係の 構築に多 ; 、 に 力を入れた - きらに、 企業 は、 %- 種㈲ 尊ド il 

技術協会や学会な ， ;7 、 ) 公開 プォ --- ラムに積極的に 参加し、 ぞれ，を情報獲得 ヤソ、 的ネ、 ットフ 

一ク 構築の拠 " にする。 " 本 企業の技術者 は アメリカ と比 ，、 専門家団体への 所届 。 率ズり ; 

は るがに高 く 、 学会にも・よぐ 出席する、 という調査結果が 出ている " 

結講 

戦後 、 産学連携への 反対の風潮が 高まるばかりでは ねぐ、 国の研究開発システムも 、 大 

  テ " お げる基礎研究 ど 産業における 産業技術研究が 分離。 る 構造になっていた ，このため、 

技術の指導、 人材の提供、 技術導入の斡旋などの 面で大学の助げを 必要とする企業 は 、 イ 

ンフォーマルな 形で自分の要求を 満たすしかなかった。 -- 万 、 大学の研究環境が 悪化する 

なかで、 企業から資金援助を 受けた       先進的設備の 利用の面で企業から 便宜を受けたり 

することは、 大学にとって 非常に重要 7;; 意味を持っでいだ。 これも、 産学間の繋がりを 強 

める役割を持 つと 言える。 以上のように、 大宇 は 、 イシフォーマルであ るが、 戦後の産業 

技術振興に大いにかかわったことが 分かる， 
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